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１．19 年 9 月中間期の連結業績（平成 19 年 4 月 1 日 ～ 平成 19 年 9 月 30 日） 

（１）連結経営成績                                             (百万円未満切捨て、％表示は対前年中間期増減率) 

 経 常 収 益 経 常 利 益 中 間 (当 期) 純 利 益 

            百万円       ％            百万円       ％            百万円       ％

19 年 9 月中間期 44,219        8.5 10,856       16.5  6,576         9.4 

18 年 9 月中間期 40,748        6.8  9,319    △ 13.3 6,009      △ 1.0 

19 年 3 月期  84,337      ―  18,936      ― 11,759       ― 
 

 
１株当たり 

中間(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 

         円   銭         円   銭 

19 年 9 月中間期 191.14 ― 

18 年 9 月中間期 174.64 ― 

19 年 3 月期 341.71 ― 

（2）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 
自己資本比率 

(注 1) 
１株当たり純資産 

連結自己資本比率

（国内基準）(注 2)

         百万円         百万円          ％         円   銭          ％ 

19 年 9 月中間期 3,393,344 165,764 4.8 4,731.32 10.52 

18 年 9 月中間期 3,228,682 159,908 4.9 4,561.06 10.71 

19 年 3 月期 3,332,553 165,748 4.9 4,737.78 10.63 

(参考)自己資本 19 年 9 月中間期 162,784 百万円 18 年 9 月中間期 156,959 百万円 19 年 3 月期 163,023 百万円 

(注 1) 「自己資本比率」は、(期末純資産の部－期末少数株主持分)を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

(注 2) 「連結自己資本比率(国内基準)」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する

資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準 (平成 18 年金融庁告示第 19 号)」

に基づき算出しております。 なお、平成 18 年 9 月中間期は旧基準により算出しております。   

（3）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 9 月中間期 △ 54,772 △ 14,078 △ 1,057  50,692 

18 年 9 月中間期 △ 37,364  1,848 3,831 103,156 

19 年 3 月期 △ 59,873 42,855 2,778 120,601 

２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭

19 年 3 月期 30.00 30.00 60.00 

20 年 3 月期 30.00  

20 年 3 月期（予想）  30.00 
60.00 

３．20 年 3 月期の連結業績予想（平成 19 年 4 月 1 日 ～ 平成 20 年 3 月 31 日）           (％表示は対前期増減率) 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 1 株当たり当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭

通    期 87,000     3.2 20,700     9.3 12,200     3.7 354.59 

(注)上記の予想は、今後の経営環境をはじめ様々な要因により、実際の業績と大きく異なる可能性があります。 
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４．その他 

（1）期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 無 

  (注)詳細は、4 ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 
（2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項の変更に記載されるもの) 

   ① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
   ② ①以外の変更   無 
  (注)詳細は、16 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

（3）発行済株式数(普通株式) 

   ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

19 年 9 月中間期 34,455,456 株   18 年 9 月中間期 34,455,456 株   19 年 3 月期 34,455,456 株 

   ② 期末自己株式数 

19 年 9 月中間期    49,749 株   18 年 9 月中間期    42,624 株   19 年 3 月期    46,100 株 

  (注)1 株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26 ページ「1 株当たり情報」をご覧ください。 

 

(参考)個別業績の概要 
 

１．19 年 9 月中間期の個別業績（平成 19 年 4 月 1 日 ～ 平成 19 年 9 月 30 日） 

（１）個別経営成績                                             (百万円未満切捨て、％表示は対前年中間期増減率) 
 経 常 収 益 経 常 利 益 中 間 (当 期) 純 利 益 

            百万円       ％            百万円       ％            百万円       ％ 

19 年 9 月中間期 38,122      10.1 10,371       16.8 6,616       7.0 

18 年 9 月中間期 34,639         7.9 8,880       △ 5.1 6,185         7.2 

19 年 3 月期 72,340         ― 18,329          ― 11,758         ― 
 

 １株当たり中間(当期)純利益 

                円   銭 

19 年 9 月中間期 192.29 

18 年 9 月中間期 179.74 

19 年 3 月期 341.70 

（2）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 
自己資本比率 

(注 1) 
１株当たり純資産 

単体自己資本比率

（国内基準）(注 2)

         百万円         百万円          ％         円   銭          ％ 

19 年 9 月中間期 3,371,901 161,720 4.8 4,700.40 10.39 

18 年 9 月中間期 3,207,977 156,031 4.9 4,534.12 10.52 

19 年 3 月期 3,310,864 161,920 4.9 4,705.71 10.51 

(参考)自己資本 19 年 9 月中間期 161,720 百万円 18 年 9 月中間期 156,031 百万円 19 年 3 月期 161,920 百万円 

(注 1) 「自己資本比率」は、期末純資産の部の合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

(注 2) 「単体自己資本比率(国内基準)」は、平成 19 年 3 月期より「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保有する

資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準 (平成 18 年金融庁告示第 19 号)」

に基づき算出しております。なお、平成 18 年 9 月中間期は旧基準により算出しております。 

      

２．20 年 3 月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1 日 ～ 平成 20 年 3 月 31 日） 

(％表示は対前期増減率) 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 1 株当たり当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭

通    期 76,000   5.1 19,500    6.4 12,000    2.1 348.78 

 (注)上記の予想は、今後の経営環境をはじめ様々な要因により、実際の業績と大きく異なる可能性があります。 
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1．経営成績及び財政状態等 

（１）経営成績に関する分析 

    当中間連結会計期間の損益状況は、資金運用収益を中心とした経常収益が前中間連結会計期間比３４億７１百万円増

加し、資金調達費用を中心とした経常費用が前中間連結会計期間比１９億３３百万円増加したため、経常利益は１０８億５６  

百万円と前中間連結会計期間に比べ１５億３７百万円の増益となりました。また、当中間純利益は前中間連結会計期間比 

５億６７百万円増加し６５億７６百万円となりました。 

    主な科目等の状況は以下のとおりであります。 

  ①連結業務粗利益 

    資金利益は、預金利息を中心とした支出増加分を貸出金利息の増収が上回ること等により、前中間連結会計期間比６  

億３３百万円増加し、２６０億４７百万円となりました。 

    役務取引等利益は、預り資産の増加等による手数料の収入増により、前中間連結会計期間比２億４８百万円増加し、  

４０億３８百万円となりました。 

    その他業務利益は、前中間連結会計期間比３億５７百万円減少し、２億１百万円のマイナスとなりました。 

    以上の結果、当中間連結会計期間の連結業務粗利益は、前中間連結会計期間比５億２３百万円増加し、２９８億８４百万

円となりました。 

  ②経常利益 

    当中間連結会計期間の経常利益は、貸倒引当金繰入額の減少等により、前中間連結会計期間比１５億３７百万円増加し、

１０８億５６百万円となりました。 

  ③中間純利益 

    当中間連結会計期間の税金等調整前中間純利益は、前中間連結会計期間比１９億９０百万円増加し、１１５億４６百万円

となりました。また、税金等調整後の中間純利益は、法人税、住民税及び事業税の増加等により、前中間連結会計期間比  

５億６７百万円増益の６５億７６百万円となりました。 

（2）財政状態に関する分析 

    当中間連結会計期間末の残高は、「資産の部」につきましては、貸出金の増加を主因に、前中間連結会計期間末に比べ

１，６４６億円増加し３兆３，９３３億円となりました。 

    「負債の部」につきましては、預金等の増加により、前中間連結会計期間末に比べ１，５８８億円増加し３兆２，２７５億円と

なりました。 

    「純資産の部」につきましては、利益剰余金の積上げ等により、前中間連結会計期間末に比べ５８億円増加し１，６５７億

円となりました。 

    主な科目等の状況は以下のとおりであります。 

  ①貸出金 

    貸出金残高は、県内地元企業及び個人のお客様の借入ニーズに積極的にお応えするべく取り組みました結果、法人向

け、個人向けともに順調に推移し、前中間連結会計期間末比２，００８億円増加し、２兆５，３０７億円となりました。 

  ②有価証券 

    有価証券残高は、国債の減少を主因に、前中間連結会計期間末比３３８億円減少し、６，０５３億円となりました。 

  ③繰延税金資産 

    繰延税金資産は、相殺表示しているその他有価証券ネット含み益に係る繰延税金負債の減少により、前中間連結会計

期間末比１９億円増加し、１０７億円となりました。 

  ④預金 

    預金残高は、地域に密着した営業基盤の拡充に努めましたことなどから、法人預金・個人預金ともに順調な伸びとなり、

前中間連結会計期間末比９１７億円増加し、３兆３５億円となりました。 

  ⑤自己資本比率 

    自己資本比率は、連結ベースで１０．５２％、単体ベースで１０．３９％となりました。この比率は国内指導基準である４％を

大幅に上回っており、当行及び当行グループの財務内容は引き続き高い健全性を堅持しております。 

  ⑥キャッシュ・フロー 

［営業活動によるキャッシュ・フロー］ 

営業活動によるキャッシュ・フローは、預貸金等の銀行の本来業務に関するものであります。当中間連結会計期間は、預

金等の増加（８３６億円）を中心とした資金の増加要因がありましたが、これらを上回る、貸出金の増加（９０５億円）やコール

ローン等の増加（５４５億円）等による資金の減少要因があったことなどから、全体で５４７億円の資金減少となりました。 

［投資活動によるキャッシュ・フロー］ 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券、有形固定資産等の投資に関するものであります。当中間連結会計期間

は、有価証券の運用増加（純額１３４億円）を主因に、全体で１４０億円の資金減少となりました。 
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［財務活動によるキャッシュ・フロー］ 

財務活動によるキャッシュ・フローは、資本に関するもので、当中間連結会計期間は、配当金の支払（１０億円）による資

金の減少があったため、全体で１０億円の資金減少となりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間末の「現金及び現金同等物」の残高は、前連結会計年度末(１９年３月末)に比べ 

６９９億円減少し全体で５０６億円となりました。 

（3）利益処分に関する基本方針及び当中間期の配当 

    利益処分につきましては、地域金融機関として経営の健全性と安定した収益を確保し、内部留保による財務体質の強化

を図るとともに、株主の皆様に報いるため利益の状況や経営環境等を総合的に考慮した上で、安定的な配当を継続的に

行うことを基本方針としております。 

    当中間期の中間配当金につきましては、株主各位の日頃のご支援にお応えするため、配当による利益還元を行うこととし、

１株当たり３０円といたしました。 

 

２．企業集団の状況 

（１）事業の内容 

当行グループは、当行及び連結子会社７社で構成され、銀行業務を主体に現金等精査整理業務、リース業務などの金融

サービスに係る事業を行っております。 

当行グループの事業の位置づけは次のとおりであります。 

  ［ 銀行業務 ］ 

当行においては、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務な

どのほか､債務の保証（支払承諾）､国債等公共債の窓口販売などの業務を営んでおります。また、連結子会社のぶぎんビジ

ネスサービス株式会社においては、銀行の従属業務としての現金の精査整理業務等を営んでおります。 

  ［ リース業務 ］ 

連結子会社のぶぎん総合リース株式会社は、金融関連業務としてのリース業務を営んでおります。 

  ［ その他 ］ 

連結子会社のぶぎん保証株式会社、むさしのカード株式会社、ぶぎんシステムサービス株式会社、株式会社ぶぎん地域

経済研究所､株式会社ぶぎんキャピタルにおいては、金融関連業務として信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付

業務、コンピュータシステムの開発・販売、県内経済の調査研究、ベンチャー企業への経営支援等を行っております。 

事業系統図で示すと下記のとおりであります。 

 

 

                             ・本店ほか支店８９か店 

                             ・銀行の従属業務を専ら営む連結子会社１社 

                                ぶぎんビジネスサービス株式会社 （銀行事務代行業務） 

                                 

                                                                        

               

               リース業務    ・金融関連業務を専ら営む連結子会社１社 

                                ぶぎん総合リース株式会社 （リース業務） 

                                 （注）当社では主としてリース業務を営んでおりますが、それ以外の業務については、

「その他」に含めております。  

                                          

 

               そ の 他      ・金融関連業務を専ら営む連結子会社５社 

                                ぶぎん保証株式会社（個人向け融資に係る信用保証業務） 

                                むさしのカード株式会社（クレジットカード［ＪＣＢ・ＶＩＳＡ］、金銭の貸付、信用保証業務） 

                                ぶぎんシステムサービス株式会社（コンピュータシステムの開発・販売・保守管理業務） 

                                    株式会社ぶぎん地域経済研究所（県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、

各種セミナーの開催） 

                                 株式会社ぶぎんキャピタル（ベンチャー企業等への投資、経営相談） 
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（２）関係会社の状況 

 

当 行 と の 関 係 内 容 

名   称 住  所 資本金 
主要な事 

業の内容 

議 決 権 の 所

有（又は被所

有）割合 

役員の 

兼任等

資 金 

援 助 

営業上 

の取引 

設備の 

賃貸借 

業務 

提携 

（連結子会社）  百万円  ％ 人 百万円    

ぶぎんビジネス 

サービス株式会社 

さいたま市

大宮区 
２０ 

銀 行 事 務 代

行業務 

１００．０ 

（ － ） 

３ 

（ ０ ） 
－ 

 

預金取引 建物の 

一部賃貸 

 

－ 

 

ぶぎん保証 

株式会社 

さいたま市

大宮区 
３２０ 

個 人 向 け 融

資に係る信用

保証業務 

９５．２ 

（１．１） 

２ 

（ ０ ） 
－ 

預金取引 

当行ローン

債 務 者 に

関する保証

取引 

建物の 

一部賃貸 

 

－ 

 

ぶぎん総合リース

株式会社 

さいたま市

大宮区 
１２０ 

総 合 リ ー ス 、

営 業 資 金 の

貸付業務 

４５．０ 

（４０．０） 

２ 

（ ０ ） 
－ 

金 銭 貸 借

取引 

預金取引 

リース取引 

 

建物の 

一部賃借 

 

 

－ 

 

ぶぎんシステム 

サービス株式会社 

さいたま市

大宮区 
２０ 

コ ン ピ ュ ー タ

システムの開

発・販売、保

守管理業務 

６０．０ 

（５５．０） 

２ 

（ ０ ） 
－ 預金取引 

建物の 

一部賃貸 
－ 

株式会社ぶぎん 

地域経済研究所 

さいたま市

大宮区 
２０ 

県内経済・産

業 の 調 査 研

究、経営・税

務等の相談、

各種セミナー

の開催 

６２．５ 

（５７．５） 

２ 

（ ０ ） 
－ 預金取引 

建物の 

一部賃貸 
－ 

株式会社 

ぶぎんキャピタル 

さいたま市

大宮区 
２０ 

ベンチャー企

業への投資、

経営相談 

５２．０ 

（４７．０） 

３ 

（ ０ ） 
－ 

金 銭 貸 借

取引 

預金取引 

建物の 

一部賃貸 

 

－ 

 

むさしのカード 

株式会社 

さいたま市

大宮区 
４０ 

クレジットカー

ド業務［JCB・

VISA ］ 、 金 銭

の貸付、信用

保証業務 

４２．６ 

（３７．７） 

１ 

（ ０ ） 
－ 

金 銭 貸 借

取引 

預金取引 

 

－ 

 

 

－ 

 

（注）１．上記関係会社のうち、特定子会社はありません。 

２．上記関係会社のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の (   ) 内は連結子会社による間接所有の割合（内書き）であります。 

４．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（   ）内は、当行の役員（内書き）であります。 
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 

銀行の持つ社会的・公共的責任を自覚し、より調和のとれた健全かつ透明性の高い経営を目指してまいります。 

また、お客さまのニーズに的確かつ迅速にお応えできる体制整備と自由闊達で創造力と活力に溢れた企業風土を醸成し、

行員一人ひとりが十分に個性を発揮でき、生きがいをもてるような銀行を確立してまいります。 

（２）対処すべき課題 

平成２０年３月期は、中期経営計画「VALUE UP 21」の初年度(１年目)に当たります。この計画に掲げる「お客さま満足度

No.1 銀行」、「県民のベストリテールバンク」を目指して、お客さまとの接点の拡充や利便性の向上を図るとともに、一層生き

生きとした組織風土の確立、さらなる経営管理体制の高度化を追求していきたいと考えております。 

なお、主な損益予想等の状況は以下のとおりであります。 

連結ベースでは、経常収益８７０億円、経常利益２０７億円、当期純利益１２２億円を見込んでおります。 

単体ベースでは、経常収益７６０億円、経常利益１９５億円、当期純利益１２０億円を計画しております。 

 

     中期経営計画「VALUE UP 21」の最終年度（平成２２年３月期）の主な計数目標 

 項  目 目 標 値  指      標 目    標 

コア業務純益 ２８５億円 コアＲＯＡ（コア業務純益ベース） ０．７５％以上 

経常利益 ２３５億円 ＲＯＥ（当期純利益ベース） ７．３０％以上 
収 

益 
当期純利益 １４０億円 コアＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） ５５．０％以下 

 

経

営

指

標 自己資本比率 １０．０％以上 
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４．中間連結財務諸表     

比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

                     （単位：百万円）       

科            目 
平成１９年 

中間期末（Ａ） 

平成１８年 

中間期末（Ｂ） 

比   較 

（Ａ）－（Ｂ） 

平成１８年度末 

（Ｃ） 

比   較 

（Ａ）－（Ｃ） 

（  資   産   の   部  ）      

現 金 預 け 金 ５２，２４６ １０４，０１９ △ ５１，７７３ １２２，１４１ △ ６９，８９５

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 ８５，２８４ ３０，８３９ ５４，４４５ ３０，７１２ ５４，５７２

買 入 金 銭 債 権 ２３，８８１ １７，３８６ ６，４９５ ２３，２８１ ６００

商 品 有 価 証 券 １，５５９ ９９２ ５６７ ６３８ ９２１

金 銭 の 信 託 １，４９９ １，５００ △ １ １，５００ △ １

有 価 証 券 ６０５，３０３ ６３９，１０６ △ ３３，８０３ ６１２，８７８ △ ７，５７５

貸 出 金 ２，５３０，７６７ ２，３２９，９６６ ２００，８０１ ２，４４０，２５８ ９０，５０９

外 国 為 替 ２，２３３ １，５４３ ６９０ １，７３１ ５０２

そ の 他 資 産 ４５，１９１ ５１，３４０ △ ６，１４９ ５７，２４９ △ １２，０５８

有 形 固 定 資 産 ３４，５４３ ３４，５９５ △ ５２ ３４，４５８ ８５

無 形 固 定 資 産 ２，９４２ ３，７６５ △ ８２３ ３，３５２ △ ４１０

繰 延 税 金 資 産 １０，７９５ ８，８５４ １，９４１ ７，５９９ ３，１９６

支 払 承 諾 見 返 １４，８１９ ２４，４４４ △ ９，６２５ １５，２６０ △ ４４１

貸 倒 引 当 金 △ １７，７２２ △ １９，６７２ １，９５０ △ １８，５０９ ７８７

投 資 損 失 引 当 金 △ ０ △ ０ ０ △ ０ ０

資 産 の 部 合 計 ３，３９３，３４４ ３，２２８，６８２ １６４，６６２ ３，３３２，５５３ ６０，７９１

（  負   債   の   部  ） 

預 金 ３，００３，５７６ ２，９１１，７９２ ９１，７８４ ２，９６１，４１２ ４２，１６４

譲 渡 性 預 金 １０７，０７１ ３４，４５０ ７２，６２１ ６５，５７４ ４１，４９７

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 ８，６５７ ６，８３８ １，８１９ １０，３８８ △ １，７３１

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 － １，５１６ △ １，５１６ － －

借 用 金 ２７，６５５ ２７，０８０ ５７５ ２７，５９３ ６２

外 国 為 替 ９３ １６４ △ ７１ １２８ △ ３５

社 債 １８，０００ １８，０００ ０ １８，０００ ０

そ の 他 負 債 ３４，３９１ ３１，７０８ ２，６８３ ５５，２２６ △ ２０，８３５

賞 与 引 当 金 １，４３１ １，４４２ △ １１ １，４０８ ２３

役 員 賞 与 引 当 金 ３４ ２８ ６ ７７ △ ４３

退 職 給 付 引 当 金 ５，７４２ ５，６６６ ７６ ５，７６３ △ ２１

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １８１ － １８１ ３０２ △ １２１

利 息 返 還 損 失 引 当 金 ４８ － ４８ ２６ ２２

睡 眠 預 金 払 戻 引 当 金 １７５ － １７５ － １７５

ポ イ ン ト 引 当 金 ６０ － ６０ － ６０

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 ５，６４１ ５，６４２ △ １ ５，６４２ △ １

支 払 承 諾 １４，８１９ ２４，４４４ △ ９，６２５ １５，２６０ △ ４４１

負 債 の 部 合 計 ３，２２７，５８０ ３，０６８，７７３ １５８，８０７ ３，１６６，８０４ ６０，７７６

（  純  資  産  の  部  ）      

資 本 金 ４５，７４３ ４５，７４３ ０ ４５，７４３ ０

資 本 剰 余 金 ３９，４４０ ３９，４４０ ０ ３９，４４０ ０

利 益 剰 余 金 ６３，０１５ ５２，７５３ １０，２６２ ５７，４７０ ５，５４５

自 己 株 式 △ ２２９ △ １８６ △ ４３ △ ２０７ △ ２２

（ 株 主 資 本 合 計 ） １４７，９７１ １３７，７５０ １０，２２１ １４２，４４７ ５，５２４

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ７，５８２ １２，０１４ △ ４，４３２ １３，４０９ △ ５，８２７

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ２７５ ２３７ ３８ ２１０ ６５

土 地 再 評 価 差 額 金 ６，９５５ ６，９５６ △ １ ６，９５６ △ １

（ 評価・換算差額等合計 ） １４，８１３ １９，２０８ △ ４，３９５ ２０，５７６ △ ５，７６３

少 数 株 主 持 分 ２，９８０ ２，９４９ ３１ ２，７２４ ２５６

純 資 産 の 部 合 計 １６５，７６４ １５９，９０８ ５，８５６ １６５，７４８ １６

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ３，３９３，３４４ ３，２２８，６８２ １６４，６６２ ３，３３２，５５３ ６０，７９１

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書 

                                                                      （単位：百万円） 

科            目 
平成１９年 

中間期（Ａ） 

平成１８年 

中間期（Ｂ） 

比     較 

（Ａ）－（Ｂ） 

平成１８年度 

（要  約） 

 経 常 収 益  ４４，２１９ ４０，７４８ ３，４７１  ８４，３３７

 資 金 運 用 収 益  ３０，７９７ ２７，２７５ ３，５２２  ５６，３１４

 （ う ち 貸 出 金 利 息 ）  （  ２５，８５３ ） （  ２２，４２４ ） （   ３，４２９ ） （ ４６，４１４ ）

 （ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）  （   ４，５５９ ） （   ４，６８０ ） （  △ １２１ ） （  ９，４７１ ）

 役 務 取 引 等 収 益  ５，９１２ ５，５６５ ３４７  １１，２０７

 そ の 他 業 務 収 益  １，１３１ ９３２ １９９  ３，０４６

 そ の 他 経 常 収 益  ６，３７７ ６，９７４ △ ５９７  １３，７６８

 経 常 費 用  ３３，３６２ ３１，４２９ １，９３３  ６５，４００

 資 金 調 達 費 用  ４，７５０ １，８６０ ２，８９０  ４，９０５

 （ う ち 預 金 利 息 ）  （   ３，４００ ） （    ８４７ ） （   ２，５５３ ） （ ２，８８６ ）

 役 務 取 引 等 費 用  １，８７４ １，７７５ ９９  ３，６２９

 そ の 他 業 務 費 用  １，３３２ ７７６ ５５６  ２，７９２

 営 業 経 費  １８，２２０ １８，３８３ △ １６３  ３６，２６９

 そ の 他 経 常 費 用  ７，１８５ ８，６３３ △ １，４４８  １７，８０２

 経 常 利 益  １０，８５６ ９，３１９ １，５３７  １８，９３６

 特 別 利 益  ８６８ ３１５ ５５３  ４７５

 特 別 損 失  １７８ ７７ １０１  ３９１

 税金等調整前中間（当期）純利益  １１，５４６ ９，５５６ １，９９０  １９，０２０

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  ３，９８６ ２，９３５ １，０５１  ７，２７９

 過 年 度 未 払 法 人 税 等 戻 入 額  － △ ５６６ ５６６  △ ５６６

 法 人 税 等 調 整 額  ７２４ ７３５ △ １１  ３３０

 少 数 株 主 利 益  ２５９ ４４２ △ １８３  ２１７

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  ６，５７６ ６，００９ ５６７  １１，７５９

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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前中間 連結株主資本等変動計算書 

（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日） 

（単位：百万円） 

株  主  資  本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 ４５，７４３ ３９，４３９ ４７，８２５ △ １６２ １３２，８４５

中間連結会計期間中の 

変動額 
 

剰余金の配当(注) － － △ １，０３２ － △ １，０３２

役員賞与(注) － － △ ６４ － △ ６４

中間純利益 － － ６，００９ － ６，００９

自己株式の取得 － － － △ ２４ △ ２４

自己株式の処分 － ０ － １ １

土地再評価差額金の 

取崩額 
－ － １５ － １５

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

－ － － － －

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
－ ０ ４，９２７ △ ２３ ４，９０４

平成 18 年 9 月 30 日残高 ４５，７４３ ３９，４４０ ５２，７５３ △ １８６ １３７，７５０

（単位：百万円） 

評価・換算差額等 

 その他有価

証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 １４，６７０ － ６，９７１ ２１，６４２ ２，５１８ １５７，００７

中間連結会計期間中の 

変動額 
  

剰余金の配当(注) － － － － － △ １，０３２

役員賞与(注) － － － － － △ ６４

中間純利益 － － － － － ６，００９

自己株式の取得 － － － － － △ ２４

自己株式の処分 － － － － － １

土地再評価差額金の 

取崩額 
－ － △ １５ △ １５ － －

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

△ ２，６５６ ２３７ － △ ２，４１９ ４３０ △ １，９８８

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
△ ２，６５６ ２３７ △ １５ △ ２，４３４ ４３０ ２，９００

平成 18 年 9 月 30 日残高 １２，０１４ ２３７ ６，９５６ １９，２０８ ２，９４９ １５９，９０８

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間 連結株主資本等変動計算書 

（平成 19 年 4 月 1 日～平成 19 年 9 月 30 日） 

（単位：百万円） 

株  主  資  本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 19 年 3 月 31 日残高 ４５，７４３ ３９，４４０ ５７，４７０ △ ２０７ １４２，４４７

中間連結会計期間中の 

変動額 
 

剰余金の配当(注) － － △ １，０３２ － △ １，０３２

中間純利益 － － ６，５７６ － ６，５７６

自己株式の取得 － － － △ ２３ △ ２３

自己株式の処分 － ０ － １ １

土地再評価差額金の 

取崩額 
－ － ０ － ０

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

－ － － － －

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
－ ０ ５，５４５ △ ２１ ５，５２３

平成 19 年 9 月 30 日残高 ４５，７４３ ３９，４４０ ６３，０１５ △ ２２９ １４７，９７１

（単位：百万円） 

評価・換算差額等 

 その他有価

証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計

平成 19 年 3 月 31 日残高 １３，４０９ ２１０ ６，９５６ ２０，５７６ ２，７２４ １６５，７４８

中間連結会計期間中の 

変動額 
  

剰余金の配当(注) － － － － － △ １，０３２

中間純利益 － － － － － ６，５７６

自己株式の取得 － － － － － △ ２３

自己株式の処分 － － － － － １

土地再評価差額金の 

取崩額 
－ － － － － ０

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

△ ５，８２７ ６５ △ ０ △ ５，７６３ ２５５ △ ５，５０７

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
△ ５，８２７ ６５ △ ０ △ ５，７６３ ２５５ １６

平成 19 年 9 月 30 日残高 ７，５８２ ２７５ ６，９５５ １４，８１３ ２，９８０ １６５，７６４

（注）平成 19 年 6 月の定時株主総会における決議項目であります。 
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前連結会計年度 連結株主資本等変動計算書 

（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 

株  主  資  本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 ４５，７４３ ３９，４３９ ４７，825 △ １６２ １３２，８４５

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当(注 1) － － △ ２，０６４ － △ ２，０６４

役員賞与(注 2) － － △ ６４ － △ ６４

当期純利益 － － １１，７５９ － １１，７５９

自己株式の取得 － － － △ ４７ △ ４７

自己株式の処分 － １ － ２ ３

土地再評価差額金の 

取崩額 
－ － １５ － １５

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の 

変動額（純額） 

－ － － － －

連結会計年度中の変動額 

合計 
－ １ ９，６４５ △ ４４ ９，６０１

平成 19 年 3 月 3１日残高 ４５，７４３ ３９，４４０ ５７，４７０ △ ２０７ １４２，４４７

（単位：百万円） 

評価・換算差額等 

 その他有価

証券評価差

額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 １４，６７０ － ６，９７１ ２１，６４２ ２，５１８ １５７，００７

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当(注 1) － － － － － △ ２，０６４

役員賞与(注 2) － － － － － △ ６４

当期純利益 － － － － － １１，７５９

自己株式の取得 － － － － － △ ４７

自己株式の処分 － － － － － ３

土地再評価差額金の 

取崩額 
－ － － － － １５

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の 

変動額（純額） 

△ １，２６１ ２１０ △ １５ △ １，０６６ ２０５ △ ８６０

連結会計年度中の変動額 

合計 
△ １，２６１ ２１０ △ １５ △ １，０６６ ２０５ ８，７４０

平成 19 年 3 月 3１日残高 １３，４０９ ２１０ ６，９５６ ２０，５７６ ２，７２４ １６５，７４８

（注）1.平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目及び平成 18 年 11 月の取締役会決議による剰余金の配当であり

ます。 

   2.平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                                                   （単位：百万円） 

科                     目 
平成１９年中間期

（Ａ） 

平成１８年中間期

（Ｂ） 

比較 

（Ａ）－（Ｂ） 
平成１８年度

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
 税金等調整前中間（当期）純利益 １１，５４６ ９，５５６ １，９９０ １９，０２０

 減価償却費 ９３６ ８８１ ５５ １，８００

 減損損失 １ ２０ △ １９ ２０

 貸倒引当金の増加額 △ ７８６ ７７３ △ １，５５９ △ ３８９

 投資損失引当金の増加額 △ ０ ０ ０ ０

   賞与引当金の増加額 ２３ ２７ △ ４ △ ６

 役員賞与引当金の増加額 △ ４２ ２８ △ ７０ ７７

 退職給付引当金の増加額 △ ２０ ９５ △ １１５ １９１

 役員退職慰労引当金の増加額 △ １２０ － △ １２０ ３０２

 利息返還損失引当金の増加額 ２１ － ２１ ２６

 睡眠預金払戻引当金の増加額 １７５ － １７５ －

 資金運用収益 △ ３０，７９７ △ ２７，２７５ △ ３，５２２ △ ５６，３１４

 資金調達費用 ４，７５０ １，８６０ ２，８９０ ４，９０５

 有価証券関係損益（△） ９９８ △ ３６７ １，３６５ △ ３３９

 金銭の信託の運用損益（△） △ ０ － △ ０ △ １１

 為替差損益（△） ７１ △ ４９ １２０ ４６

 固定資産処分損益（△） ３２ ５７ △ ２５ ８４

 商品有価証券の純増（△）減 △ ９２０ △ ４３１ △ ４８９ △ ７７

 貸出金の純増（△）減 △ ９０，５０８ △ ７３，４４５ △ １７，０６３ △ １８３，７３７

 預金の純増減（△） ４２，１６４ ３５，３４４ ６，８２０ ８４，９６５

 譲渡性預金の純増減（△） ４１，４９６ ２２，４１０ １９，０８６ ５３，５３４

 借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） ６１ △ ３９０ ４５１ １２２

 預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ １３ ５５３ △ ５６６ △ １２３

 コールローン等の純増（△）減 △ ５４，５７２ △ ２９，５８０ △ ２４，９９２ △ ２９，４５３

 コールマネー等の純増減（△） △ １，７３１ △ １，３８４ △ ３４７ ２，１６５

 債券貸借取引受入担保金の純増減（△） － △ １，４１１ １，４１１ △ ２，９２８

 外国為替（資産）の純増（△）減 △ ５０１ １５８ △ ６５９ △ ３０

 外国為替（負債）の純増減（△） △ ３５ △ ３ △ ３２ △ ３８

 資金運用による収入 ３０，７７２ ２７，１６６ ３，６０６ ５６，２８１

 資金調達による支出 △ ３，６５２ △ １，５０８ △ ２，１４４ △ ３，７００

 その他 ５８１ ４０４ １７７ △ ２，９２０

小       計 △ ５０，０７０ △ ３６，５０８ △ １３，５６２ △ ５６，５２８

 法人税等の支払額 △ ４，７０２ △ ８５６ △ ３，８４６ △ ３，３４５

 〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉 △ ５４，７７２ △ ３７，３６４ △ １７，４０８ △ ５９，８７３

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △ １５０，５７３ △ １２２，８６１ △ ２７，７１２ △ ３３６，６１９

 有価証券の売却による収入 １１８，５５７ ９０，１００ ２８，４５７ ３２０，９９７

 有価証券の償還による収入 １８，５８４ ３５，０２７ △ １６，４４３ ５９，１６１

 金銭の信託の減少による収入 ０ － ０ １１

 有形固定資産の取得による支出 △ ６３３ △ ４３２ △ ２０１ △ ８２９

 有形固定資産の売却による収入 － １３ △ １３ １３３

 無形固定資産の取得による支出 △ １３ － △ １３ －

 〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉 △ １４，０７８ １，８４８ △ １５，９２６ ４２，８５５

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 劣後特約付借入金の返済による支出 － △ １３，０００ １３，０００ △ １３，０００

 劣後特約付社債の発行による収入 － １７，８９１ △ １７，８９１ １７，８９１

 配当金支払額 △ １，０３２ △ １，０３２ ０ △ ２，０６４

 少数株主への配当金支払額 △ ３ △ ３ ０ △ ３

 自己株式の取得による支出 △ ２３ △ ２４ １ △ ４７

   自己株式の売却による収入 １ １ ０ ２

 〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉 △ １，０５７ ３，８３１ △ ４，８８８ ２，７７８

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 △ ６９，９０８ △ ３１，６８４ △ ３８，２２４ △ １４，２３９

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 １２０，６０１ １３４，８４１ △ １４，２３９ １３４，８４１

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ５０，６９２ １０３，１５６ △ ５２，４６４  １２０，６０１

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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５．中間連結財務諸表の作成方針 

（１）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社                          ７社 

     連結される会社名 

         ぶぎんビジネスサービス株式会社 

         ぶぎん総合リース株式会社 

         ぶぎん保証株式会社 

         むさしのカード株式会社 

         ぶぎんシステムサービス株式会社 

         株式会社ぶぎん地域経済研究所 

         株式会社ぶぎんキャピタル 

②非連結の子会社及び子法人等       ２社 

   会社名   むさしの地域活性化ファンド投資事業有限責任組合 

むさしの地域活性化ファンド２号投資事業有限責任組合 

  非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重

要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

①持分法適用の子会社及び子法人等、関連法人等 

     該当ありません。 

②持分法非適用の子会社及び子法人等     ２社 

   会社名   むさしの地域活性化ファンド投資事業有限責任組合 

むさしの地域活性化ファンド２号投資事業有限責任組合 

  持分法非適用の子会社及び子法人等は、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除外しております。 

③持分法非適用の関連法人等 

     該当ありません。 

 

（３）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

     連結される子会社の中間決算日は次のとおりであります。 

          ９月末日         ７社 

 

（４）会計処理基準に関する事項 

 ①商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

 ②有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち

時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価の

ないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額

については、全部純資産直入法により処理しております。 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価

法により行っております。 

③デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

④減価償却の方法 

   有形固定資産 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物 （建物附属設備を除く。）については

定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 
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また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建     物 １５年～５０年 

   動     産  ４年～２０年 

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しております。 

(会計方針の変更)  

平成１９年度税制改正に伴い、平成１９年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づ

く償却方法により減価償却費を計上しております。なお、この変更による経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える

影響は軽微であります。 

(追加情報)  

当中間連結会計期間より、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した連

結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、これによる中間連結貸借対照表等

に与える影響は軽微であります。 

   無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結

子会社で定める利用可能期間(５年)に基づいて償却しております。 

 ⑤貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等

の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後

の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、

現在は、経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権

額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的

に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し

た貸倒実績率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収

が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は１８，５５４百万円

であります。 

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

⑥投資損失引当金の計上基準 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる

額を計上しております。 

⑦賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期

間に帰属する額を計上しております。 

⑧役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間

に帰属する額を計上しております。 

⑨退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。  

また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り費用処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）に

よる定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 
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⑩役員退職慰労引当金の計上基準 

    役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当 

中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計上しております。 

⑪利息返還損失引当金の計上基準 

連結される子会社及び子法人等のうち１社の利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息

の返還請求に備えるため、過去の返還実績等を勘案した見積返還額を計上しております。 

⑫睡眠預金払戻引当金の計上基準 

睡眠預金払戻引当金は、一定の要件を満たし利益計上した睡眠預金について従来払戻時の費用として処理しておりま

したが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上

の取扱い(日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月１３日)」が公表され、当中間連結会計期

間から過去の払戻実績に基づく将来の払戻見込額を計上しております。 

なお、当中間連結会計期間の計上額３１百万円についてはその他経常費用に、また、当中間連結会計期間の期首に計

上すべき過年度相当額１４４百万円については特別損失にそれぞれ計上しております。この変更により、従来の方法によっ

た場合と比較して、税金等調整前中間純利益は、１７５百万円減少しております。 

⑬ポイント引当金の計上基準 

ポイント引当金は、連結子会社が行っているクレジットカード業務に係る交換可能ポイントの将来の利用による負担に備

えるため、当中間連結会計期間末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。 

同引当金は、従来、金額の重要性を勘案し、「その他負債」に含めて計上しておりましたが、クレジットカードポイントの増

加に伴い金額の重要性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間末の「その他負債」に含まれるポイント引当金は３３百万円であります。 

⑭外貨建資産・負債の換算基準 

外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

⑮リース取引の処理方法 

当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

⑯重要なヘッジ会計の方法 

（ｲ）金利リスク・ヘッジ 

当行では、主にヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避を目的として、各取引毎のヘッ

ジ対象に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。また、複数のヘッジ対象に対してデリバティ

ブ取引を行う「包括ヘッジ」を実施しております。ヘッジ会計の方法は、貸出金等については繰延ヘッジ処理及び金利スワッ

プの特例処理を行っております。また、当行のリスク管理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘ

ッジ対象のリスクが減殺されているかを検証し、ヘッジの有効性を評価しております。 

連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、当行と同様の方法によっております。 

（ﾛ）為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する繰

延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目

的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘ

ッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、当中間連結会計期間末日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はありません。 

⑰消費税等の会計処理 

     当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

 

（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日

本銀行への預け金であります。 
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６．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

(金融商品に関する会計基準) 

「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第１０号)及び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第１４号)等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され(平成１９年６月１５日付及び同７月４

日付)、金融商品取引法の施行日以後に終了する連結会計年度及び中間連結会計期間から適用されることになったことに

伴い、当中間連結会計期間から改正会計基準及び実務指針を適用しております。 

 

７．注記事項 
 

（中間連結貸借対照表関係） 

①有価証券には、非連結子会社の出資金８８９百万円を含んでおります。 

②貸出金のうち、破綻先債権額は３，６５７百万円、延滞債権額は４２，７３１百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立

て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不

計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和４０年政令第９７号)第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又

は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 ③貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１３８百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債

権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 ④貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２２，３７８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

⑤破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は６８，９０５百万円であります。 

   なお、②から⑤に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

⑥手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、

荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面

金額は３９，０８１百万円であります。 

⑦担保に供している資産は次のとおりであります。 

       担保に供している資産 

その他資産   ５，０８１百万円 

       担保資産に対応する債務 

借用金   ４，２４１百万円 

   上記のほか、為替決済等の取引の担保として有価証券９５，４６４百万円を差し入れております。 

   また、その他資産のうち保証金は１，９０４百万円であります。 

⑧当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、２４７，２８６百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが１９６，２６９百万円あります。なお、

このほかに総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が２２７，２４２百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連

結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権

の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の

減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を 

徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。 

⑨土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し

た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
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       再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日 

       同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布

政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法に基づいて、

（奥行価格補正、側方路線影響加算、不整形地補正による補

正等）合理的な調整を行って算出 

⑩有形固定資産の減価償却累計額は２１，４１６百万円であります。 

⑪有形固定資産の圧縮記帳額は１,４６９百万円であります。 

  (当中間連結会計期間圧縮記帳額  - 百万円) 

⑫借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１４，５００百万円が含まれ

ております。 

⑬社債は、劣後特約付社債であります。 

⑭「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する当行の保証債務の額は

１０，６３５百万円であります。 

なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」(昭和５７年大蔵省令第１０号)別

紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」(内閣府令第３８号平成１９年４月１７日)により改正されたことに伴

い、相殺しております。 

前中間連結会計期間において上記相殺を行った場合は、前中間連結会計期間末の支払承諾及び支払承諾見返はそれぞ

れ９，５６０百万円減少します。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 

「その他経常費用」には、貸出金償却１６百万円、貸倒引当金繰入額９４４百万円、株式等売却損２６１百万円及び株式等

償却３０１百万円を含んでおります。 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 

Ⅰ  前中間連結会計期間（自 平成１8 年４月１日 至 平成１8 年９月３０日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                    （単位：千株） 

 
前連結会計 

年度末株式数 
当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計
期間末株式数 

摘  要 

発行済株式  

 普通株式 34,455 － － 34,455

合計 34,455 － － 34,455

自己株式  

 普通株式 39 3 0 42 (注) 

合計 39 3 0 42  

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。また、減少は、単元未満

株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たりの

金額(円) 
基準日 効力発生日

平成 18 年 6 月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 1,032 30

平成 18 年 

3 月 31 日 

平成 18 年

6 月 30 日 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 

(決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 配当の原資 １株当たりの
金額(円) 基準日 効力発生日

平成 18 年 11 月 22 日
取締役会 普通株式 1,032 利益剰余金 30 

平成 18 年 

9 月 30 日 

平成 18 年

12 月 8 日 
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Ⅱ  当中間連結会計期間（自 平成１9 年４月１日 至 平成１9 年９月３０日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                    （単位：千株） 

 
前連結会計 

年度末株式数 
当中間連結会計 
期間増加株式数 

当中間連結会計 
期間減少株式数 

当中間連結会計
期間末株式数 

摘  要 

発行済株式  

 普通株式 34,455 － － 34,455

合計 34,455 － － 34,455

自己株式  

 普通株式 46 3 0 49 (注) 

合計 46 3 0 49  

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。また、減少は、単元未満

株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たりの

金額(円) 基準日 効力発生日

平成 19 年 6 月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 1,032 30

平成 19 年 

3 月 31 日 

平成 19 年

6 月 29 日 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 

(決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
配当の原資 １株当たりの

金額(円) 基準日 効力発生日

平成 19 年 11 月 22 日
取締役会 普通株式 1,032 利益剰余金 30 

平成 19 年 

9 月 30 日 

平成 19 年

12 月 10 日

 

Ⅲ  前連結会計年度（自 平成１8 年４月１日 至 平成１9 年 3 月３1 日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                    （単位：千株） 

 
前連結会計 

年度末株式数 
当連結会計年度 

増加株式数 
当連結会計年度 

減少株式数 
当連結会計 

年度末株式数 
摘  要 

発行済株式  

 普通株式 34,455 － － 34,455

合計 34,455 － － 34,455

自己株式  

 普通株式 39 7 0 46 (注) 

合計 39 7 0 46  

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。また、減少は、単元未満

株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

 (決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たりの

金額(円) 
基準日 効力発生日

平成 18 年 6 月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 1,032 30

平成 18 年 

3 月 31 日 

平成 18 年

6 月 30 日 

平成 18 年 11 月 22 日

取締役会 
普通株式 1,032 30

平成 18 年 

9 月 30 日 

平成 18 年

12 月 8 日 

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

(決  議) 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
配当の原資 １株当たりの

金額(円) 基準日 効力発生日

平成 19 年 6 月 28 日
定時株主総会 普通株式 1,032 利益剰余金 30 

平成 19 年 

3 月 31 日 

平成 19 年

6 月 29 日 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。 

平成１９年９月３０日現在 

               現金預け金勘定     ５２，２４６百万円 

               日本銀行以外の預け金  △ １，５５４百万円 

               現金及び現金同等物     ５０，６９２百万円 

 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

 

（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権を含めて

記載しております。 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成１８年９月３０日現在) 

 

 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国   債 ２，４０１ ２，３８９ △ １１

地 方 債 ７，９８２ ７，９０８ △ ７３

合   計 １０，３８３ １０，２９８ △ ８５

（注）時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

２．その他有価証券で時価のあるもの(平成１８年９月３０日現在) 

 取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

  株式 ４０，７７５ ６４，１７９ ２３，４０３

  債券 ４６２，７００ ４５９，１２８ △ ３，５７１

  国債 ２３７，７１９ ２３４，７４０ △ ２，９７８

  地方債 １１１，２１６ １１０，８０２ △ ４１３ 

  社債 １１３，７６５ １１３，５８５ △ １７９

  その他 ９７，６０６ ９７，９６２ ３５６

合  計 ６０１，０８３ ６２１，２７１ ２０，１８８

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの

であります。 

        ２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額   

とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っておりません。 

なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

         ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

            イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

また、上記の評価差額から繰延税金負債８，１７４百万円を差し引いた額１２，０１４百万円が「その他有価証券評価

差額金」に計上されております。 
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３．時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成１８年９月３０日現在) 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 １０，４７４ 

 事業債（私募債） １０，４７４ 

その他有価証券 ５，０４４ 

非上場株式 ２，７０６ 

投資事業組合等 ２，１４３  

その他 １９３ 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成１９年９月３０日現在) 

 

 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国   債 ３，０００ ２，９９６ △ ４

地 方 債 ７，９８４ ７，９８０ △ ３

合   計 １０，９８４ １０，９７７ △ ７

（注）時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

２．その他有価証券で時価のあるもの(平成１９年９月３０日現在) 

 取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

  株式 ３９，８０５ ５６，２５１ １６，４４６

  債券 ４４４，９７６ ４４１，７１１ △ ３，２６５

  国債 ２０１，１４４ １９８，５３８ △ ２，６０６

  地方債 １１４，２１３ １１３，６１７ △ ５９６ 

  社債 １２９，６１８ １２９，５５５ △ ６２

  その他 ９２，１７０ ９１，７２９ △ ４４０

合  計 ５７６，９５１ ５８９，６９２ １２，７４０

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの

であります。 

        ２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表価額  

とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額は、５９０百万円(うち、株式１００百万円、債券４９０百万円)であります。 

なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

         ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

            イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

また、上記の評価差額から繰延税金負債５，１５８百万円を差し引いた額７，５８２百万円が「その他有価証券評価

差額金」に計上されております。 

３．時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成１９年９月３０日現在) 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 １１，００５ 

 事業債（私募債） １１，００５ 

その他有価証券 ５，９９８ 

非上場株式 ２，５８３ 

投資事業組合等 ３，２７０  

その他 １４４ 
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Ⅲ  前連結会計年度末 

 

１．売買目的有価証券(平成１９年３月３１日現在) 

 

  

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益 

に含まれた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ６３８  ２ 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成１９年３月３１日現在) 

 

 

連結貸借対照表

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） うち益（百万円） うち損（百万円） 

国   債 ３，０００ 2，９９１ △ ９ － ９

地 方 債 ７，９８３ ７，９６５ △ １７ ６ ２３

合   計 １０，９８４ １０，９５６ △ ２７ ６ ３３

（注）１．時価は、当連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

        ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

３．その他有価証券で時価のあるもの(平成１９年３月３１日現在) 

 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

 株式 ３９，８０４ ６３，８１７ ２４，０１３ ２４，８５７ ８４４

 債券 ４４１，５７９ ４３８，３３４ △ ３，２４５ ９６１ ４，２０６

 国債 １９７，５１１ １９４，７５６ △ ２，７５４ ８１ ２，８３５

 地方債 １１６，５２９ １１６，００５ △ ５２３ ３００ ８２３ 

 社債 １２７，５３９ １２７，５７１ ３２ ５８０ ５４７

 その他 ９４，８２１ ９６，５８７ １，７６５ ２，９２３ １，１５７

合  計 ５７６，２０６ ５９８，７４０ ２２，５３３ ２８，７４２ ６，２０８

  （注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取

得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とすると

ともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

         当連結会計年度における減損処理額は、７５百万円(うち、株式７５百万円)であります。 

         また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

            ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

            イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

    なお、上記の評価差額から繰延税金負債９，１２３百万円を差し引いた額１３，４０９百万円が「その他有価証券評価

差額金」に計上されております。 

 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自平成１８年４月１日 至平成１９年３月３１日） 

      該当ありません。 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成１８年４月１日 至平成１９年３月３１日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

その他有価証券 ３３３，５０２ ３，５８５ ２，８７６
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６．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成１９年３月３１日現在) 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券   １１，１００ 

 事業債（私募債） １１，１００ 

その他有価証券   ５，６３６ 

 非上場株式 ２，５６１ 

 投資事業組合 １，９７９ 

 その他 １，０９５ 

７．保有目的を変更した有価証券 

      該当ありません。 

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額(平成１９年３月３１日現在) 

 
１年以内（百万円）

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超１０年以内

（百万円） 
１０年超（百万円）

債券 ２３，２３７ ２４６，５４８ １４５，２６５ ４２，５５９

国債 ４０５ ９１，５７３ ６９，０２８ ３３，７４９

地方債 ６，３１０ ６２，１９１ ５５，４８６ － 

社債 １６，５２２ ９２，７８２ ２０，７５０ ８，８１０

その他 ８，３２３ ２３，９７２ ３０，８４４ ２０，２０９

合  計 ３１，５６１ ２７０，５２０ １７６，１０９ ６２，７６８

 

 

（金銭の信託関係） 

 

Ⅰ  前中間連結会計期間末 

 

 

１．満期保有目的の金銭の信託(平成１８年９月３０日現在) 

      該当ありません。 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外)(平成１８年９月３０日現在) 

      該当ありません。 

 

Ⅱ  当中間連結会計期間末 

 

 

１．満期保有目的の金銭の信託(平成１９年９月３０日現在) 

      該当ありません。 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外)(平成１９年９月３０日現在) 

      該当ありません。 
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Ⅲ  前連結会計年度末 

 

 

１．運用目的の金銭の信託(平成１９年３月３１日現在) 

                                                                              

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益 

に含まれた評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 １，５００ － 

 

２．満期保有目的の金銭の信託(平成１９年３月３１日現在) 

      該当ありません。 

 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外)(平成１９年３月３１日現在) 

      該当ありません。 

 

 

（その他有価証券評価差額金） 

 

Ⅰ  前中間連結会計期間末 
 

○その他有価証券評価差額金(平成１８年９月３０日現在) 

  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                        

 金額（百万円） 

評価差額 ２０，１８８ 

その他有価証券 ２０，１８８ 
 

その他の金銭の信託 － 

（△）繰延税金負債 △ ８，１７４ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） １２，０１４ 

（△）少数株主持分相当額 － 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 １２，０１４ 

 

Ⅱ  当中間連結会計期間末 
 

○その他有価証券評価差額金(平成１９年９月３０日現在) 

  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                        

 金額（百万円） 

評価差額 １２，７４０ 

その他有価証券 １２，７４０ 
 

その他の金銭の信託 － 

（△）繰延税金負債 △ ５，１５８ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） ７，５８２ 

（△）少数株主持分相当額 － 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 ７，５８２ 
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Ⅲ  前連結会計年度末 
 

○その他有価証券評価差額金(平成１９年３月３１日現在) 

  連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                            

 金額（百万円） 

評価差額 ２２，５３３ 

その他有価証券 ２２，５３３ 
 

その他の金銭の信託 － 

（△）繰延税金負債 △ ９，１２３ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） １３，４０９ 

（△）少数株主持分相当額 － 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 １３，４０９ 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

 

５．セグメント情報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

前中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日  至 平成１８年９月３０日） 

                                                                                                 

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益       

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
３４，５０２ ４，９３１ １，３１４ ４０，７４８ － ４０，７４８

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
１５６ ４５５ ５５６ １，１６７ （１，１６７） －

計 ３４，６５８ ５，３８６ １，８７０ ４１，９１６ （１，１６７） ４０，７４８

経常費用 ２５，７５９ ５，０５１ １，７８２ ３２，５９４ （１，１６５） ３１，４２９

経常利益 ８，８９９ ３３４ ８７ ９，３２１ （２） ９，３１９

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務  銀行業務 

（２）リース業務  リース業務 

（３）その他  信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販 

 売・保守管理業務、県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業 

 への投資、経営相談 
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当中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日  至 平成１９年９月３０日） 

                                                                                              

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益       

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
３７，９８１ ４，８７９ １，３５８ ４４，２１９ － ４４，２１９

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
１６０ ３８５ ５９０ １，１３６ （１，１３６） －

計 ３８，１４１ ５，２６５ １，９４９ ４５，３５６ （１，１３６） ４４，２１９

経常費用 ２７，８３７ ５，０１２ １，６４７ ３４，４９７ （１，１３４） ３３，３６２

経常利益 １０，３０４ ２５２ ３０１ １０，８５８ （２） １０，８５６

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務  銀行業務 

（２）リース業務  リース業務 

（３）その他  信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販 

 売・保守管理業務、県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業 

 への投資、経営相談 

 

前連結会計年度（自 平成１８年４月１日  至 平成１９年３月３１日） 

 

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益       

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
７２，０８０ ９，７９３ ２，４６３ ８４，３３７ － ８４，３３７

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
２９９ ８７８ １，０９９ ２，２７７ （２，２７７） －

計 ７２，３８０ １０，６７２ ３，５６２ ８６，６１５ （２，２７７） ８４，３３７

経常費用 ５４，００９ １０，２２７ ３，４３９ ６７，６７６ （２，２７５） ６５，４００

経常利益 １８，３７０ ４４４ １２３ １８，９３８ （２） １８，９３６

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務  銀行業務 

（２）リース業務  リース業務 

（３）その他  信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販 

 売・保守管理業務、県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業 

 への投資、経営相談 
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（２）所在地別セグメント情報 

 

   前中間連結会計期間（自平成１８年４月１日 至平成１８年９月３０日） 

   当中間連結会計期間（自平成１９年４月１日 至平成１９年９月３０日） 

   前連結会計年度（自平成１８年４月１日 至平成１９年３月３１日） 

 

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が１００％のため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

（３）国際業務経常収益 

 

   前中間連結会計期間（自平成１８年４月１日 至平成１８年９月３０日） 

   当中間連結会計期間（自平成１９年４月１日 至平成１９年９月３０日） 

   前連結会計年度（自平成１８年４月１日 至平成１９年３月３１日） 

 

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

  

 

（１株当たり情報） 

 

 

前中間連結会計期間 

（ 自 平成１８年４月 １日 

   至 平成１８年９月３０日）

当中間連結会計期間 

（ 自 平成１９年４月 １日 

   至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 

（ 自 平成１８年４月 １日 

 至 平成１９年３月３１日） 

１株当たり純資産額 円 ４，５６１．０６ ４，７３１．３２ ４，７３７．７８

１株当たり中間(当期) 

純利益 
円 １７４．６４ １９１．１４ ３４１．７１

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
円 － － －

（注）１．１株当たり純資産額及び１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

   (1)１株当たり純資産額 

 前中間連結会計期間末

（平成 18 年 9 月 30 日）

当中間連結会計期間末 

（平成 19 年 9 月 30 日） 

前連結会計年度末 

（平成 19 年 3 月 31 日）

純資産の部の合計額 百万円 １５９，９０８ １６５，７６４ １６５，７４８

純資産の部の合計額から

控除する金額 
百万円 ２，９４９ ２，９８０ ２，７２４

（うち少数株主持分） 百万円 ２，９４９ ２，９８０ ２，７２４

普通株式に係る中間期末

の純資産額 
百万円 １５６，９５９ １６２，７８４ １６３，０２３

１株当たり純資産額の算

定に用いられた中間期末

の普通株式の数 

千株 ３４，４１２ ３４，４０５ ３４，４０９

    (2)１株当たり中間(当期)純利益 

 前中間連結会計期間末

（平成 18 年 9 月 30 日）

当中間連結会計期間末 

（平成 19 年 9 月 30 日） 

前連結会計年度末 

（平成 19 年 3 月 31 日）

中間(当期)純利益 百万円 ６，００９ ６，５７６ １１，７５９

普通株式に係る中間(当

期)純利益 
百万円 ６，００９ ６，５７６ １１，７５９

普通株式の(中間)期中平

均株式数 
千株 ３４，４１４ ３４，４０７ ３４，４１２

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないことにより記載しておりません。 
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比 較 中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

科    目 
平成１９年 

中間期末（Ａ） 
平成１８年 

中間期末（Ｂ）
比  較 

（Ａ）－（Ｂ） 
平成１８年度末 

(要約)（Ｃ） 
比  較 

（Ａ）－（Ｃ） 
（  資   産   の   部  ）      

現 金 預 け 金 ５１，２１３ １０３，６２９ △ ５２，４１６ １２１，０８０ △ ６９，８６７

コ ー ル ロ ー ン ８５，２８４ ３０，８３９ ５４，４４５ ３０，７１２ ５４，５７２

買 入 金 銭 債 権 ２３，８８１ １７，３８６ ６，４９５ ２３，２８１ ６００

商 品 有 価 証 券 １，５５９ ９９２ ５６７ ６３８ ９２１

金 銭 の 信 託 １，４９９ １，５００ △ １ １，５００ △ １

有 価 証 券 ６０２，４０６ ６３６，７５９ △ ３４，３５３ ６０９，９３２ △ ７，５２６

貸 出 金 ２，５４１，９０４ ２，３４１，３６３ ２００，５４１ ２，４５１，５３２ ９０，３７２

外 国 為 替 ２，２３３ １，５４３  ６９０ １，７３１ ５０２

そ の 他 資 産 １６，０３１ ２１，９０４ △ ５，８７３ ２７，９９３ △ １１，９６２

有 形 固 定 資 産 ３３，５４２ ３３，６２９ △ ８７ ３３，４５４ ８８

無 形 固 定 資 産 ２，９１３ ３，７４４ △ ８３１ ３，３３３ △ ４２０

繰 延 税 金 資 産 ７，９３２ ５，９０２ ２，０３０ ４，７７５ ３，１５７

支 払 承 諾 見 返 １４，８１９ ２４，４４４ △ ９，６２５ １５，２６０ △ ４４１

貸 倒 引 当 金 △ １３，３１９ △ １５，６６３ ２，３４４ △ １４，３６２ １，０４３

資 産 の 部 合 計 ３，３７１，９０１ ３，２０７，９７７ １６３，９２４ ３，３１０，８６４ ６１，０３７

（  負   債   の   部  ）  

預 金 ３，００７，９５８ ２，９１５，９２３ ９２，０３５ ２，９６５，０４７ ４２，９１１

譲 渡 性 預 金 １１０，０７１ ３７，４５０ ７２，６２１ ６８，５７４ ４１，４９７

コ ー ル マ ネ ー ８，６５７ ６，８３８ １，８１９ １０，３８８ △ １，７３１

債券貸借取引受入担保金 － １，５１６ △ １，５１６ － －

借 用 金 １４，９０３ １４，９３５ △ ３２ １４，９１９ △ １６

外 国 為 替 ９３ １６４ △ ７１ １２８ △ ３５

社 債 １８，０００ １８，０００ ０ １８，０００ ０

そ の 他 負 債 ２２，６１３ ２０，０２８ ２，５８５ ４３，５８５ △ ２０，９７２

賞 与 引 当 金 １，３３８ １，３４５ △ ７ １，３１４ ２４

役 員 賞 与 引 当 金 ２６ ２８ △ ２ ５６ △ ３０

退 職 給 付 引 当 金 ５，７００ ５，６２７ ７３ ５，７２３ △ ２３

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １８１ － １８１ ３０２ △ １２１

睡 眠 預 金 払 戻 引 当 金 １７５ － １７５ － １７５

再評価に係る繰延税金負債 ５，６４１ ５，６４２ △ １ ５，６４２ △ １

支 払 承 諾 １４，８１９ ２４，４４４ △ ９，６２５ １５，２６０ △ ４４１

負 債 の 部 合 計 ３，２１０，１８０ ３，０５１，９４５ １５８，２３５ ３，１４８，９４４ ６１，２３６

（  純  資  産  の  部  ）  

資 本 金 ４５，７４３ ４５，７４３ ０ ４５，７４３ ０

資 本 剰 余 金 ３９，４４０ ３９，４４０ ０ ３９，４４０ ０

 資 本 準 備 金 ３８，３５１ ３８，３５１ ０ ３８，３５１ ０

 そ の 他 資 本 剰 余 金 １，０８９ １，０８９ ０ １，０８９ ０

利 益 剰 余 金 ６１，９５２ ５１，８２５ １０，１２７ ５６，３６７ ５，５８５

 利 益 準 備 金 １０，０８７ １０，０８７ ０ １０，０８７ ０

 そ の 他 利 益 余 金 ５１，８６４ ４１，７３８ １０，１２６ ４６，２７９ ５，５８５

 不 動 産 圧 縮 積 立 金 ４３１ ４４７ △ １６ ４３６ △ ５

 別 途 積 立 金 ４２，５６０ ３３，０６０ ９，５００ ３３，０６０ ９，５００

 繰 越 利 益 剰 余 金 ８，８７３ ８，２３０ ６４３ １２，７８３ △ ３，９１０

自 己 株 式 △ ２２９ △ １８６ △ ４３ △ ２０７ △ ２２

( 株 主 資 本 合 計 ) １４６，９０７ １３６，８２３ １０，０８４ １４１，３４４ ５，５６３

その他有価証券評価差額金 ７，５８２ １２，０１４ △ ４，４３２ １３，４０９ △ ５，８２７

繰 越 ヘ ッ ジ 損 益 ２７５ ２３７ ３８ ２１０ ６５

土 地 再 評 価 差 額 金 ６，９５５ ６，９５６ △ １ ６，９５６ △ １

(評価・換算差額等合計) １４，８１３ １９，２０８ △ ４，３９５ ２０，５７６ △ ５，７６３

純 資 産 の 部 合 計 １６１，７２０ １５６，０３１ ５，６８９ １６１，９２０ △ ２００

負債及び純資産の部合計 ３，３７１，９０１ ３，２０７，９７７ １６３，９２４ ３，３１０，８６４ ６１，０３７
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(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）､ 子会社・子法人等株

式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却

原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

４．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時

価法により行っております。 

５．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

６．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建      物      １５年～５０年 

動      産       ４年～２０年 

なお、平成１９年度税制改正に伴い、平成１９年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。なお、この変更による経常利益及び税引前中間純利益に与

える影響は軽微であります。 

また、当中間期より、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額に達した事業年

度の翌事業年度以後、残存簿価を５年間で均等償却しております。なお、これによる中間貸借対照表等に与える影響

は軽微であります。 

７．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、行内における

利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

８．外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

９．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等

の状況にある債務者（以下､｢実質破綻先｣という｡）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額

後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能

力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しておりま

す。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回

収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しておりその金額は１４，８９９百

万円であります。 

１０．賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する

額を計上しております。 

１１．役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する

額を計上しております。 
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１２．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の

費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務        その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法に

より費用処理 

数理計算上の差異   各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定率法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

１３．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、

当中間期末までに発生していると認められる額を計上しております。 

１４．睡眠預金払戻引当金は、一定の要件を満たし利益計上した睡眠預金について従来払戻時の費用として処理しておりま

したが、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い(日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月１３日)」が公表され、当中間期

から過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

   なお、当中間期の計上額３１百万円についてはその他経常費用に、また、当中間期の期首に計上すべき過年度相当額

１４４百万円については特別損失にそれぞれ計上しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、

税引前中間純利益は、１７５百万円減少しております。 

１５．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に準じた会計処理によっております。 

１６．当行のヘッジ会計の方法は、主に、ヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避を目的とし

て、各取引毎のヘッジ対象に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。また、複数のヘッジ

対象に対してデリバティブ取引を行う「包括ヘッジ」を実施しております。 

ヘッジ会計の方法は、貸出金等については繰延ヘッジ処理及び金利スワップの特例処理を行っております。 

また、当行のリスク管理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘッジ対象のリスクが減殺されて

いるかを検証し、ヘッジの有効性を評価しております。 

１７．外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計

処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する繰延ヘ

ッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的

で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合う

ヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しておリます。なお、当中

間決算日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はありません。 

１８．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

１９．関係会社の株式及び出資金の総額は１，２１６百万円であります。 

２０．有形固定資産の減価償却累計額は２1，０５１百万円であります。 

２１．有形固定資産の圧縮記帳額は１，４６９百万円であります。 

２２．貸出金のうち、破綻先債権額は１，７８３百万円、延滞債権額は４１，８６１百万円であります。なお、破綻先債権とは、元

本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号

に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１３７百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
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２４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２１，０６６百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以

上延滞債権に該当しないものであります。 

２５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は６４，８４８百万円であります。

なお、２２．から２５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手

形、荷付為替手形および買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は３９,０８1 百万円であります。 

２７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

為替決済等の取引の担保等として有価証券９５，４６４百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち、保証金は１，９０１百万円であります。 

２８．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

          再評価を行った年月日   平成１０年３月３１日 

          同法律第３条第３項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令

第１１９号）第２条第４号に定める地価税法に基づいて、（奥行価格

補正、側方路線影響加算、不整形地補正による補正等）合理的な

調整を行って算出 

２９．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１４，５００百万円が含ま

れております。 

３０．社債は、劣後特約付社債であります。 

３１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する当行の保証債務の額

は１０，６３５百万円であります。 

なお、当該保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」(昭和５７年大蔵省令第１０号)

別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」(内閣府令第３８号平成１９年４月１７日)により改正された

ことに伴い、相殺しております。 

前中間期において上記相殺を行った場合は、前中間期末の支払承諾及び支払承諾見返はそれぞれ９，５６０百万円減

少します。 

３２．１株当たりの純資産額 ４，７００円４０銭 

３３．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「商品有価証

券」及び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権が含まれております。３４．についても同様であります。 

満期保有目的の債券で時価のあるもの                                      （単位：百万円） 

 中間貸借対照表計上額 時  価 差  額 

地 方 債 ７，９８４ ７，９８０ △ ３ 

子会社・子法人等株式で時価のあるもの 

該当ありません。 
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       その他有価証券で時価のあるもの                                     （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間貸借対照表計上額 評 価 差 額 

株 式 ３９，８０３ ５６，２５０ １６，４４６ 

債 券 ４４４，９７６ ４４１，７１１ △ ３，２６５ 

国 債 ２０１，１４４ １９８，５３８ △ ２，６０６ 

地 方 債 １１４，２１３ １１３，６１７ △ ５９６  

社 債 １２９，６１８ １２９，５５５ △ ６２ 

そ の 他 ９２，１７０ ９１，７２９ △ ４４０ 

合   計 ５７６，９５０ ５８９，６９１ １２，７４０ 

当中間期における減損処理額は、５９０百万円(うち、株式１００百万円、債券４９０百万円)であります。 

なお、当行の減損基準は次のとおりであります。 

ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

           イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

① 時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

                ② 発行会社が債務超過 

                ③ 発行会社が２期連続の赤字決算  

         また、上記の評価差額から繰延税金負債５，１５８百万円を差し引いた額７，５８２百万円が、「その他有価証券評価

差額金」に計上されております。 

３４．時価評価されてない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

                                                                              （単位：百万円） 

内                容 中間貸借対照表計上額 

 満期保有目的の債券 １１，００５  

  事業債（私募債） １１，００５  

 子会社・子法人等株式及び出資額 １，２１６  

  子会社・子法人等株式及び出資額 １，２１６  

 その他有価証券 ４，８８６  

 非上場株式 ２，５０５  
 

 投資事業組合等 ２，３８１  

３５．金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 

      満期保有目的の金銭の信託 

        該当ありません。 

      その他の金銭の信託 

該当ありません。 

３６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係

る融資未実行残高は、２０９，６０１百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが １９６，２６９百万円あり

ます。なお、このほかに総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が２２７，２４２百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の

将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全

及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで

きる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、

契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上

の措置等を講じております。 
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 ３７．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

                                                                  （単位：百万円） 

繰延税金資産   

 貸倒引当金損金算入限度額超過額 ８，６９３  

 有価証券等償却否認額 ２，１９０  

 ソフトウェア関連支出等 １，１２４  

 退職給付引当金損金算入限度額超過額 ２２５  

 賞与引当金損金算入限度額超過額 ５４２  

 減価償却損金算入限度額超過額 ３６０  

 その他 １，５０３  

 繰延税金資産小計 １４，６４０  

 評価性引当額 △ １，０６８  

 繰延税金資産合計 １３，５７１  

 繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 ５，１５８  

 不動産圧縮積立金 ２９３  

 その他 １８７  

 繰延税金負債合計 ５，６３９  

 繰延税金資産の純額 ７，９３２  

３８．「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第１０号)及び「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第１４号)等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され(平成１９年６月１５日付及び

同７月４日付)、金融商品取引法の施行日以後に終了する事業年度及び中間会計期間から適用されることになったこと

に伴い、当中間期から改正会計基準及び実務指針を適用しております。 
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比 較 中 間 損 益 計 算 書 

                                                                                          （単位：百万円） 

科          目 
平成１９年 

中間期（Ａ） 

平成１８年 

中間期（Ｂ） 

比  較 

（Ａ）－（Ｂ） 

平成１８年度 

(要約) 

経 常 収 益 ３８，１２２  ３４，６３９  ３，４８３  ７２,３４０  

  資 金 運 用 収 益  ３０，６４６  ２７，０８６  ３，５６０  ５５，９５０  

  （ う ち 貸 出 金 利 息 ）  （ ２５，７２２ ） （ ２２，２４９ ） （  ３，４７３ ） （ ４６，０８１ ） 

  （うち有価証券利息配当金）  （  ４，５４３ ） （  ４，６７１ ） （ △ １２８ ） （  ９，４４９ ） 

  役 務 取 引 等 収 益  ５，３８８  ５，０４９  ３３９  １０，３６８  

  そ の 他 業 務 収 益  ８１０  ６２３  １８７  ２，４０２  

  そ の 他 経 常 収 益  １，２７７  １，８７９  △ ６０２  ３，６１８  

経 常 費 用 ２７，７５１  ２５，７５８  １，９９３  ５４，０１０  

  資 金 調 達 費 用  ４，６６９  １，７５２  ２，９１７  ４，７４７  

  （ う ち 預 金 利 息 ）  （  ３，４０４ ） （    ８４７ ） （  ２，５５７ ） （  ２，８８８ ） 

  役 務 取 引 等 費 用  ２，２０７  ２，０８７  １２０  ４，２５９  

  そ の 他 業 務 費 用  １，３３２  ７７６  ５５６  ２，７９２  

  営 業 経 費  １７，９７４  １８，２２１  △ ２４７  ３５，８３９  

  そ の 他 経 常 費 用  １，５６７  ２，９２０  △ １，３５３  ６，３７１  

経 常 利 益 １０，３７１  ８，８８０  １，４９１  １８，３２９  

特 別 利 益 ８６５  ４３８  ４２７  ５９７  

特 別 損 失 １７８  ７７  １０１  ３９１  

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １１，０５９  ９，２４１  １，８１８  １８，５３６  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ３，６７８  ２，６２３  １，０５５  ６，３１０  

過 年 度 未 払 法 人 税 等 戻 入 額 －  △ ５６６  ５６６  △ ５６６  

法 人 税 等 調 整 額 ７６３  ９９９  △ ２３６  １，０３３  

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ６，６１６  ６，１８５  ４３１  １１，７５８  

(注)１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．１株当たり中間純利益金額  １９２円２９銭 

３．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額５０百万円、株式等売却損２６１百万円及び株式等償却３０１百万円を含ん

でおります。 

 

 

 

 

 

 

 

－33－ 

 



株式会社武蔵野銀行(8336)  平成 20 年 3 月期 中間決算短信 

 

平成１９年４月 １ 日から 
第８５期中（ 

平成１９年９月３０日まで 
）中間株主資本等変動計算書 

                                                                                                                          （単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 資本 

準備金 

その他
資本 

剰余金

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

不動産
圧縮 

積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 

剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

平成19年３月31日残高 45,743 38,351 1,089 39,440 10,087 436 33,060 12,783 56,367 △207 141,344

中間会計期間中の変動額     

 剰余金の配当(注１)   △1,032 △1,032 △1,032

 中間純利益   6,616 6,616 6,616

 自己株式の取得     △23 △23

 自己株式の処分   0 0   1 1

 不動産圧縮積立金の取崩   △5  5  

 別途積立金の積立(注１)   9,500 △9,500  

 土地再評価差額金の取崩   0 0 0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

    

中間会計期間中の変動額合計   0 0 △5 9,500 △3,910 5,584 △21 5,563

平成19年９月30日残高 45,743 38,351 1,089 39,440 10,087 431 42,560 8,873 61,952 △229 146,907

                                                                                                                            （単位：百万円） 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高 13,409 210 6,956 20,576 161,920

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当(注１)   △1,032

 中間純利益   6,616

 自己株式の取得   △23

 自己株式の処分   1

 不動産圧縮積立金の取崩   

 別途積立金の積立(注１)   

 土地再評価差額金の取崩   0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

△5,827 65 △0 △5,763 △5,763

中間会計期間中の変動額合計 △5,827 65 △0 △5,763 △199

平成19年９月30日残高 7,582 275 6,955 14,813 161,720

(注)１．平成19年６月の定時株主総会における決議項目であります。 

２．当行の自己株式の種類及び株式数は、次のとおりであります。 

                                                                                  （単位：千株） 

 
前 事 業 年 度 末 

株 式 数 

当中間会計期間 

増 加 株 式 数

当中間会計期間 

減 少 株 式 数

当 中 間 会 計 

期 間 末 株 式 数 
摘 要 

自己株式   

 普通株式 46 3 0 49 (注) 

   (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。また、減少は、単元未満株式の買増請求 

による減少であります。 
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